
記
（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- - 10.8 62.6

( 13.27 ) ( 18.27 ) ( 25.0 ) ( 350.0 )
備考

健全化判断比率の公表について

１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場
　合は、「－」を記載するものとする。

２　括弧内に早期健全化基準を記載するものとする。

　　　　杵築市長　永　松　　悟

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、令和元年度決算に基づ
く財政健全化判断比率を次のとおり公表します。

令和 ２ 年 ８ 月 ３１ 日



記

特別会計の名称 資金不足比率（％） 備　 考

水道事業会計 - 令第17条第１号の規定により事業の規模を算定

工業用水道事業会計 - 令第17条第１号の規定により事業の規模を算定

山香病院事業会計 - 令第17条第１号の規定により事業の規模を算定

簡易水道事業特別会計 - 令第17条第3号の規定により事業の規模を算定

農業集落排水事業特別会計 - 令第17条第3号の規定により事業の規模を算定

公共下水道事業特別会計 - 令第17条第3号の規定により事業の規模を算定

特定環境保全公共下水道事業特別会計 - 令第17条第3号の規定により事業の規模を算定

備考

令和 ２ 年 ８ 月 ３１ 日
杵築市長　永　松　　悟　

資金不足比率の公表について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第３項において準用する同法第３条
第３項の規定により、令和元年度決算に基づく資金不足比率を次のとおり公表します。

１　資金不足比率がない場合は、「－」を記載するものとする。



健全化判断比率及び資金不足比率の説明 
 
◆財政健全化法の概要について 
 平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体

は、毎年度、健全化判断比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告するとともに、

住民に対し公表することが義務付けられました。 
 各地方公共団体は、健全化判断比率により「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生

段階」の3つの段階に区分され、早期健全化段階や財政再生段階になった場合には、それぞ

れの計画にしたがって財政健全化を図ることとなります。 

 
◆早期健全化基準とは 
 健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、

財政健全化計画を定めなければなりません。 
 財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣、県

知事への報告、全国的な状況の公表等の規定を設けます。また、毎年度、その実施状況を

議会に報告し、公表します。 
 
◆財政再生基準とは 
 健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、

財政再生計画を定めなければなりません。 
 財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表します。また、総務大臣に協議

し、その同意を求めることができます。 
 財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状況を

議会に報告し、公表します。 
 なお、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除

き、地方債を発行することが出来ません。 
 

※早期健全化基準・財政再生基準（杵築市） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

杵築市指標 － － 10.8％ 62.6％ 

早期健全化基準 13.27％ 18.27％ 25.0％ 350.0％ 

財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.0％ 
財政再生基準は 

定められていない 

 
 



健全化判断比率 
 
(１)実質赤字比率  R01 なし   【早期健全化基準  13.27%】 

 一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算定する

当該団体の標準的な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には赤

字の早期解消を図る必要があります。 
 
 
                               一般会計等の実質赤字額 

        実質赤字比率 ＝ 
                                  標準財政規模 

 
 

○一般会計等の実質赤字額：一般会計に係る実質赤字の額 
○標準財政規模：人口、面積等から算定する当該団体の標準的な一般財源の規模 
 
 

 
(２)連結実質赤字比率  R01 なし   【早期健全化基準  18.27％】 

 公営企業を含む全会計を対象とした実質赤字額(または資金不足額)の、標準財政規模

に対する比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字会計が存在することとな

り、赤字の早期解消を図る必要があります。 

 
 

         連結実質赤字額 
      連結実質赤字比率 ＝ 

         標準財政規模 
 
 
  ○連結実質赤字額 ①＋② 
   ①一般会計等及び公営事業（公営企業以外）に係る特別会計の実質赤字額 
   ②公営企業に係る特別会計の資金不足額 
    公営企業に係る特別会計：水道事業会計、工業用水道事業会計、山香病院事業 
 
 
 
 
 
 
 



(３)実質公債費比率  R01 10.8％ (H30 10.6%) 【早期健全化基準  25％】 
 一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であり、18％
を超えると地方債を発行する際に許可が必要となり、25％を超えると一部の起債発行

が制限されます。 
 

                       （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
                                  （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
    実質公債費比率 ＝ 
  (三ヵ年平均)            標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
 
  
 ○準元利償還金：①～⑤の合計額 
    ①満期一括償還地方債の一年あたりの元金償還金相当額 
    該当なし 
   ②公営企業債の償還財源に充当した一般会計等からの繰出金 
    対象公営企業：水道事業会計、工業用水道事業会計、山香病院事業会計、簡易水

道事業特別会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特

別会計、特定環境保全公共下水道事業特別会計 
   ③組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金の額 
    対象組合等：別杵速見広域市町村圏事務組合、杵築速見環境浄化組合、杵築速見

消防組合 
   ④公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出額 
    該当なし 

   ⑤一時借入金の利子 
    該当なし 
  ○元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
   地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金 
   基準財政需要額：合理的かつ妥当な水準で行政を行った場合の財政需要を算定した

もの 
 
  



(４)将来負担比率   R01 62.6％ (H30 46.6％) 【早期健全化基準  350％】 
 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率であり、

この比率が高い場合、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高く

なります。 
 

                      将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 
                                地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
  将来負担比率 ＝ 
                        標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
 
 
  ○将来負担額：①～⑧の合計額 
   ①一般会計等の令和元年度末地方債現在高 
   ②債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法5条各号の経費に係るもの） 

    該当なし 
   ③公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額 
    対象公営企業：水道事業会計、工業用水道事業会計、山香病院事業会計、簡易水

道事業特別会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特

別会計、特定環境保全公共下水道事業特別会計 
   ④市が加入する一部事務組合等が起こした地方債の償還財源に充当する負担見込額 
    対象組合等：別杵速見広域市町村圏事務組合、杵築速見環境浄化組合、杵築速見

消防組合、大分県交通災害共済組合、大分県市町村会館管理組合、

大分県後期高齢者医療広域連合 
   ⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額のうち一般会計等の負担見込

額） 
   ⑥設立法人の負債等にかかる一般会計等の負担見込額 
    ・ほ場整備事業等で、地元が農協転貸により資金を借り受けたことについて損失 
    を受けたとき、市が補償する損失補償付債務残高の10％ 
   ⑦連結実質赤字額 

    該当なし 
   ⑧組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
    該当なし 
  ○充当可能基金額：①～⑥に充てることができる基金 
  ○地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額 
   今後、地方交付税の算定上基準財政需要額に算入される見込の元利償還金及び準元

利償還金    



各公営企業の資金不足比率について 
 資金不足比率は、各公営企業の資金不足額の、事業規模に対する比率であり、経営健全

化基準(20％)以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。 
 令和元年度においては、表１のとおり、資金不足が生じた公営企業はないため、資金不

足比率は該当ありません 
 
                                 資金の不足額 
      資金不足比率 ＝ 
                                   事業の規模 
 
   ○資金の不足額 
 (法適用企業) 資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるため

発行した地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不

足額 
 (法非適用企業) 資金の不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等

以外の経費の財源に充てるため発行した地方債の現在

高）－解消可能資金不足額 
 ※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が

生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除す

る一定の額 
   

○事業の規模 
 (法適用企業) 事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額 
 (法非適用企業) 事業の規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する

収入の額 
 

表１ 

 

会計名 事業規模① 資金不足額② 資金不足額②／① 

水道事業会計 382,193  － － 

工業用水道事業会計 16,958  － － 

山香病院事業会計 2,108,283  － － 

簡易水道事業特別会計 42,773  － － 

農業集落排水事業特別会計 25,199  － － 

公共下水道事業特別会計 66,599  － － 

特定環境保全公共下水道事業特別会計 31,225  － － 

 


